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様式第１号
明石市指定管理者指定申請書

　　　　年　　月　　日　
明石市長　　様

申請者

所在地
団体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
連絡先（電話）

　下記施設について指定管理者の指定を受けたいので、明石市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第３条の規定により、事業計画書及び収支計画書その他関係書類を添えて申請します。

　なお、応募資格の確認のために明石市税の納税状況の確認が必要なときは、市長が関係課に報告を求めることに同意します。

　また、この公募案件の募集要項の公表日において、国税を完納していること（滞納していないこと）を誓約いたします。

記

１　施設の名称及び所在地

	施設の名称
	

	所在地
	


２　添付書類
　　　 ①　定款又は寄付行為の写し及び登記簿の謄本

　　　 ②　経営状況を説明する書類及びその他決算書類（直近３年分の貸借対照表及び損益計算書等含む）
　　　 ③　現在の組織や人員体制を示す書類（会社概要等のパンフレットでも可）
　　　 ④　事業計画書及び収支予算書

　　　 ⑤　国税の滞納がないことを証する納税証明書
　　　 ⑥　消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）における適格請求書発行事業者として登録を受けた団体等であることを証するもの

　　　 ⑦　その他　
※共同事業体による申請の場合は、代表団体及び構成団体の書類を添付してください。

様式第１号の２
申　請　者　の　概　要
(単独応募用)
	法人名
	

	所在地
	〒


	代表者
	

	設立年月日
	年　　　　　月　　　　　日

	沿　革
	

	業務内容
	

	財政状況
（過去3年間について記入してください）
	決算年度
	〇〇年度
	〇〇〇〇年度
	〇〇〇〇年度

	
	総収入
	千円
	千円
	千円

	
	総支出
	千円
	千円
	千円

	
	当期損益
	千円
	千円
	千円

	
	累積損益
	千円
	千円
	千円


	担当者
	
	部署・役職
	

	連絡先
	TEL　　　　（　　　）　　　　　／FAX　　　　（　　　）　　　　　
E-mail


。
様式第１号の３
主な同種業務実績
(単独応募用)
	過去３年間※１の同種施設※2の業務実績

	法人名
	

	(1) 実績施設数
	　　　　　　施設

	(2) (1)のうち指定管理の施設数
	　　　　　　施設

	(3) (1)のうちその他(PFI、包括委託等)の施設数
	　　　　　　施設

	(4) (1)のうち主な実績

	施設（事業所）名
	事業形態
	事業期間
	年間収入※3

	発注者名（民設の場合は記載不要）
	主な業務内容
	年間支出※3

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	      千円

	
	
	      千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	      千円

	
	
	      千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	      千円

	
	
	      千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	      千円

	
	
	      千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	     千円

	
	
	      千円

	(5) 上記実績に関してアピールしたい事項があれば記入してください。

	


※１　募集要項の公表日が属する年度の３年前の年度以降の期間を事業期間に含む業務を過去３年間の実績と見なします。
※２　児童発達支援（児童発達支援センター含む）事業、保育所等訪問支援事業、障害児相談支援事業、特定相談支援事業の実施施設数（多機能事業所で複数の事業を実施している場合は、施設数を１としてください。）
※３　年度ごとに金額が異なる場合は平均の金額を記載してください。
様式第１号の４
共同事業体構成表
　　　　年　　月　　日
（共同事業体の名称）
注）　構成団体が特定できるような名称にしてください。
〔代表団体〕
	法人名
	　

	所在地
	〒



	代表者
	　

	担当者
	　
	部署･役職
	　

	連絡先
	TEL　　　　（　　　）　　　　　　／FAX　　　　（　　　）　　　　　
E-mail


〔構成団体〕

	1
	法人名
	　

	
	所在地
	〒


	
	代表者
	

	
	担当者
	　
	部署･役職
	　

	
	連絡先
	TEL　　　　（　　　）　　　　　　／FAX　　　　（　　　）　　　　　
E-mail

	2
	法人名
	　

	
	所在地
	〒



	
	代表者
	

	
	担当者
	　
	部署･役職
	　

	
	連絡先
	TEL　　　　（　　　）　　　　　　／FAX　　　　（　　　）　　　　　
E-mail


注）記載欄が足りない場合は、この用紙をコピーしてください。
様式第１号の５
団　体　の　概　要
(代表団体用)
	法　人　名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	代表者
	
	FAX
	

	設立年月日
	年　　　　　月　　　　　日

	沿　革
	

	業務内容
	

	主な実績
	

	財政状況
（過去3年間について記入してください）
	年　　度
	〇〇〇〇年度
	〇〇〇〇年度
	〇〇〇〇年度

	
	総収入
	千円
	千円
	千円

	
	総支出
	千円
	千円
	千円

	
	当期損益
	千円
	千円
	千円

	
	累積損益
	千円
	千円
	千円


様式第１号の６
団　体　の　概　要
(構成団体用)
	法人名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	代表者
	
	FAX
	

	設立年月日
	年　　　　　月　　　　　日

	沿　革
	

	業務内容
	

	主な実績
	

	財政状況
（過去3年間について記入してください）
	年　　度
	〇〇〇〇年度
	〇〇〇〇年度
	〇〇〇〇年度

	
	総収入
	千円
	千円
	千円

	
	総支出
	千円
	千円
	千円

	
	当期損益
	千円
	千円
	千円

	
	累積損益
	千円
	千円
	千円


様式第１号の７
主な同種業務実績
(代表団体用)
	過去３年間※１の同種施設※2の業務実績

	法人名
	

	(1) 実績施設数
	　　　　　　施設

	(2) (1)のうち指定管理の施設数
	　　　　　　施設

	(3) (1)のうちその他(PFI、包括委託等)の施設数
	　　　　　　施設

	(4) (1)のうち主な実績

	施設（事業所）名
	事業形態
	事業期間
	年間収入※3

	発注者名（民設の場合は記載不要）
	主な業務内容
	年間支出※3

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	(5) 上記実績に関してアピールしたい事項があれば記入してください。

	


※１　募集要項の公表日が属する年度の３年前の年度以降の期間を事業期間に含む業務を過去３年間の実績と見なします。
※２　児童発達支援（児童発達支援センター含む）事業、保育所等訪問支援事業、障害児相談支援事業、特定相談支援事業の実施施設数（多機能事業所で複数の事業を実施している場合は、施設数を１としてください。）
※３　年度ごとに金額が異なる場合は平均の金額を記載してください。
様式第１号の８
主な同種業務実績
(構成団体用)
	過去３年間※１の同種施設※2の業務実績

	法人名
	

	(1) 実績施設数
	　　　　　　施設

	(2) (1)のうち指定管理の施設数
	　　　　　　施設

	(3) (1)のうちその他(PFI、包括委託等)の施設数
	　　　　　　施設

	(4) (1)のうち主な実績

	施設（事業所）名
	事業形態
	事業期間
	年間収入※3

	発注者名（民設の場合は記載不要）
	主な業務内容
	年間支出※3

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	
	指定管理・民設・その他
	    年　月～    年　月
	   千円

	
	
	   千円

	(5) 上記実績に関してアピールしたい事項があれば記入してください。

	


※１　募集要項の公表日が属する年度の３年前の年度以降の期間を事業期間に含む業務を過去３年間の実績と見なします。
※２　児童発達支援（児童発達支援センター含む）事業、保育所等訪問支援事業、障害児相談支援事業、特定相談支援事業の実施施設数（多機能事業所で複数の事業を実施している場合は、施設数を１としてください。）
※３　年度ごとに金額が異なる場合は平均の金額を記載してください。
様式第１号の９
共同事業体構成届出書
　　　　年　　月　　日
明石市長　　　　　　　様
共同事業体名
代表団体　所在地
　　　　団体名
　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　㊞

明石市立あおぞら園・きらきら指定管理者に応募するため、次の団体は共同事業体を構成し、明石市との間における下記の事項に関する権限を代表団体に委任して申請します。
指定管理者に指定された場合は、各構成団体は明石市立あおぞら園・きらきらの指定管理者としての業務の遂行及びこれに伴う当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。
	共同事業体の名称
	

	共同事業体の事務所所在地
	〒

	共同事業体の代表者（受任者）
	【代表団体】
所在地
法人名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	共同事業体の構成団体（委任者）
	【構成団体】
所在地
法人名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	共同事業体の構成団体（委任者）
	【構成団体】
所在地
法人名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	共同事業体の設立・解散、構成団体の変更、その他
	共同事業体は、　　　　年　　月　　日に設立し、指定管理者に指定された場合は、その指定期間が終了した日の翌日から３月を経過する日までは解散することはできない。
共同事業体の構成団体の変更、脱退、除名等は、事前に明石市と協議しなければならない。また、代表団体(者)の変更も同様とする。

	委任事項
	1. 指定管理者の指定の申請に関する一切の権限
2. 明石市との協定締結に関する一切の権限
3. 経費の請求受領に関する一切の権限
4. 契約の締結及び履行に関する一切の権限
5. その他、上記に付随する一切の権限


· 構成団体が４団体以上の場合はこれに準じて作成してください。
共同事業体における役割分担表（表紙）
※　共同事業体において担当する業務分担等各構成団体の役割や責任体制について、簡潔、明確に記載してください。

※　上記の内容を確認するため、団体間で締結した協定書（これに準ずるものを含む）の写しの提出を求めることがあります。
共同事業体名　　　　　　　　　
様式第２号
〔法人または共同事業体の名称を記入〕

事　業　計　画　書（表紙）
指定管理施設の名称：明石市立あおぞら園・きらきら

Ａ４サイズの両面印刷30ページ以内で作成してください。（表紙以外の様式は自由ですが、ページ番号を採番し、下記項目の該当ページを記載してください。パワーポイントで作成された場合は、１ページ１スライドで作成してください。）

ただし、運営方針、運営体制、実施事業、維持管理業務の各項目が分かるようにしてください。

１　運営方針　　（Ｐ　　～Ｐ　　　）
あおぞら園等の管理運営のための基本的な考え方や具体的な取組方針に加え、利用者サービスの向上、利用者の意見等を運営に反映させる方策などについて、具体的に記載してください。
２　運営体制　　（Ｐ　　～Ｐ　　　）
あおぞら園等の運営体制の基本的な考え方、人員配置計画及び勤務体制、職員採用の方策、職員の研修や指導監督等について記載してください。
　 （配置予定の業務責任者の氏名・業務経験等を記載してください。）
（人員については、正規、派遣、パート、アルバイト等の区別を記載してください。）

３　実施事業　　（Ｐ　　～Ｐ　　　）
実施事業に対する基本的な考え方、具体的な指定事業・提案事業・独自事業の企画提案と取組方法、貴団体の業務実績とセールスポイントを記載してください。
①指定事業：あおぞら園等の設置目的の範囲内で、市が仕様書で実施を指定した事業
②提案事業：仕様書で実施を指定した事業ではないが、市が施設の設置目的内と認め
た事業
③独自事業：仕様書で実施を指定した事業ではなく、あおぞら園等の魅力向上等を目
　　　　　 的として指定管理者が独自に行う事業
　　　　　　 　独自事業は、指定管理料の経費に含むことができないため、独自事業の経費の内訳を記載した収支計算書も作成してください。

４　維持管理業務（Ｐ　　～Ｐ　　　）
維持管理の基本的な考え方と具体的な維持管理方法を記載してください。
様式第２号の２
〔法人または共同事業体の名称を記入〕
事　業　計　画　書（その他）（表紙）
指定管理施設の名称：明石市立あおぞら園・きらきら

· Ａ４サイズの両面印刷20ページ以内で作成してください。（表紙以外の様式は自由ですが、ページ番号を採番し、下記項目の該当ページを記載してください。パワーポイントで作成された場合は、１ページ１スライドで作成してください。）

ただし、以下の各項目について、本指定管理業務における取組や、法人としての取り組みが分かるようにしてください。

１　個人情報保護、守秘義務（Ｐ　　～Ｐ　　　）
２　情報公開、文書管理（Ｐ　　～Ｐ　　　）
３　防犯・防災関係（Ｐ　　～Ｐ　　　）
４　安全（事故防止）対策・労働安全衛生のための取組（Ｐ　　～Ｐ　　　）
５　環境への配慮（Ｐ　　～Ｐ　　　）
６　地域への貢献（Ｐ　　～Ｐ　　　）
７　障害者の積極的雇用（Ｐ　　～Ｐ　　　）
８　子育て支援への取組（Ｐ　　～Ｐ　　　）
９　男女共同参画社会づくりへの取組（Ｐ　　～Ｐ　　　）
10　若年雇用者育成のための取組（Ｐ　　～Ｐ　　　）
11　更生支援のための取組（Ｐ　　～Ｐ　　　）
様式第３号　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔法人または共同事業体の名称を記入〕
収支計画書（　　　　年度）
【収入①】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	科　　目
	金　額
	内　　　訳

	
	指定管理料
	
	

	
	利用料収入
	
	

	
	実施事業収入
	
	提案事業


	
	その他収入
	
	

	
	合　　計
	
	


【支出②】
	科　　目
	金　　額
	内　　　訳

	
	人件費
	
	

	
	事務費
	
	

	
	管理費
	
	

	
	物件費
	
	

	
	負担金
	
	

	
	実施事業費
	
	指定事業
提案事業

	
	公租公課
	
	

	
	一般管理費
	
	

	
	その他支出
	
	

	
	合　　計
	
	


	
	収支（①－②）
	


注1)　事業計画書の提案内容に基づき、年度ごと（令和９年度から令和13年度）に収入・支出額を積算し、記載してください。年度ごとの収支見込が同じ場合は、１枚で構いません。
注2)　指定管理料は、募集要項に記載の上限額以下としてください。上限額を超える提案は失格とします。
注３)　収入及び支出科目の内容説明については、次ページを参照してください。

○ 収支科目の内容説明　
※上記項目により難い場合は、各施設の特性等に応じ、適宜支出項目を追加してください。指定管理者が共同事業体である場合、構成団体の収支については、管理費欄等に委託料として一括して記載するのではなく、人件費、事務費、管理費等、構成団体内の経費の内訳に応じた欄に分けて記載してください。
	科　　目
	内　　　　　　　　　容

	指定管理料
	○指定管理業務に要する提案金額。

	利用料収入
	○指定事業の実施による利用料収入

	実施事業収入
	○提案事業により実施による収入をいう

	その他収入
	○上記収入科目に含まれない収入をいう。

	人件費
	○施設の管理運営に直接従事する従業員等（臨時雇用を含む）が、その労働力を消費することによって発生する費用で、当該従業員等の給与手当、賞与、賃金等に相当するもの（退職給与引当金を含む）をいう。

	事務費
	○文書、パンフレット等の印刷代。

	
	○サービスの対価として支出する費用で、郵便料・電話料、または指定管理者が管理運営する建物に対する火災保険、その他の損害賠償保険料など。

	
	○賃貸借契約に基づいて、その対価として支払われる経費で、コピー使用料など。

	
	○物品の購入に必要な経費で、その性質が使用することにより効力が失われやすいもの、また、数年度に渡り使用できるものでも備品ほどでないものを購入する経費。例えば朱肉、スタンプ台、鉛筆、用紙類、消しゴムといった事務用品の多くが含まれる。このほか、立看板の作成も含まれる。

	
	○業務のために出張した場合の経費で鉄道・バス等の交通費等をいう。

	管理費
	○清掃・警備といった業務を第三者へ委託する際に要する経費。また、直接雇用関係にない派遣社員などに要する経費については、人件費に含めずこの項目とする。

	
	○電気、水道、都市ガス等の使用料。

	
	○市の所有する建物、設備、物品、車両等の修繕、部品の取替等に要する経費。この経費は一般的に小規模でかつ使用価値、効用の減少を防ぎ、本体の維持管理、原状回復を目的とするものである。

	
	○暖房用の石油、また自動車や原付自転車の燃料の購入費。

	物件費
	○その性質形状を変えることなく、長期に渡り反復使用に耐え、かつ保存することができる物品の購入に必要な経費。消耗品費との区分がつけ難いものは、１万円以上（消費税を含む）を備品購入費とする。
○医療用に使用される包帯、注射器、注射針などの消耗品や薬品など。

	負担金
	○加盟または構成する各種団体に対する経費、研修会等への参加費をいう。

	実施事業費
	○実施事業に要する経費をいう。内訳欄に指定事業、提案事業の内訳を記入すること。

	公租公課
	○税込経理を採用している場合において当該指定管理業務が負担する消費税。その他、国や地方公共団体によって賦課される印紙税等の租税をいう。

	一般管理費
	○施設の管理運営に係る直接業務費以外で、本社（本部）機能の維持に係る経費をいう。具体的な積算根拠を記入すること。例）直接経費（人件費～事業費）の〇％、月額○○円×12か月

	その他支出
	○上記支出科目に含まれない経費をいう。
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